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2026 年度 慈愛会事業計画 

 

 

Ⅰ．基本理念 

  私たち一人ひとりは、愛される者として存在している。 

  私たちは、利用者一人ひとりを大切な独自の存在として尊重しなければならない。 

  それは、利用者にかかわる職員が、先ず心を開いて自分をあるがままに受け入れ、 

 生命を与えられたことに感謝し、同時にお互いをひとりの大切な人として認め合う 

 ことから始まる。 

  私たちは、ひとりの人から、ひとりの人へという触れ合いを、何よりも大切にし 

 たい。 

 

Ⅱ．2026（令和 8）年度 経営方針（慈愛会の今年度めざす方向） 

 はじめに 

新政権発足後、社会保障・財政にかかる国における政策会議が総入れ替えとなりま

す。「全世代型社会保障構築本部」は継続、「新しい資本主義実現本部/会議」は「日

本成長戦略本部/会議」へ、「新しい地方経済・生活環境創生本部/会議」は「地域未

来戦略本部」へと変更となりました。また、人口減少・少子高齢化を乗り切るため、

給付と負担の在り方、社会保障の一体改革に向けて議論する「国民会議」の設置を提

起し、令和８年 2 月 26 日に第１回会議が開催されました。 

令和８年度予算・大臣折衝では、令和９年度の介護・障害報酬改定を待たず、令和

８年度臨時改定を下記のとおり行う事を決定しました。 

【診療報酬改定】改定率＋3.09％、【介護報酬改定】改定率＋2.03％, 

【障害福祉サービス等報酬改定】改定率＋1.84％ 

物価高騰及び職員の処遇改善施策等、課題は山積みであるが政府も漸く医療・介護

を含む福祉全般にわたる経営・将来課題に対しての認識が出てきました。しかし国民

の皆様の理解がまだ不十分な中、すべて社会保障財源である消費税減税の論議が国民

会議で始まり、今後の社会保障の財源確保に向けての議論の勝負の年となります。 

 慈愛会の 2040 年、2050 年の在り方は、どのような姿があるべき姿なのか。時

間軸と共に地域軸、つまり大刀洗地区、糸島地区、宮崎地区の周辺市町村を含む人口

動態及び種別の特徴に基づく、福祉ニーズの変化に対応するビジョンの姿を描くため

の将来計画の作成が必要です。 

慈愛会の新ビジョンである「慈愛会ビジョン 2025」の実践のポイントを４年間

チェックして頂き、各施設・事業所ごとのビジョンの進捗状況が数値化、グラフ化

され特徴が見える化されました。低い項目の強化、高い項目の更なる深化等、今年

度事業計画へ反映します。また、今年は慈愛会ビジョン 2030 作成の年となり、法

人、各事業所の将来像を踏まえた中期ビジョン作成を進めます。 
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 さらに、慈愛会組織のマネジメント含む将来像を描くべく検討を開始していま

す。今後すべての業種において人材の確保・育成・定着は喫緊の課題であり、事業

継続に向けて法人の最大の課題となります。職員採用に関して、一部職員の希望に

応じ、法人内異動でキャリア形成が可能な、法人内異動を前提とした採用、及び

「施設別採用」の他「職種別採用」の採用枠の検討致します。慈愛会でもビジョン

に沿って人材戦略の構築に取り組んでおり、法人への人事専門部署設置等を進めま

す。 

キャリアパス対応研修、Do-CAP システムの面接の在り方等の再考、新任職員を

含む自身の将来像を描けるシステムの検討等、育成・定着に向けた組織の在り方を

再考します。なぜなら、長い期間のコロナ禍の中、研修の中止、Zoom 会議による

実施、対面、集合での会議、研修の中止等があり、まだまだ社会及び法人内部での

コミュニケーション不足を実感します。そのため法人職員個々にまで行き届いた心

理的、技術的、知識的フォローを、今年度さらに目標化し進めます。 

具体的には、コンプライアンスに関しては、「人事案件」「虐待に関する案件」等

施設内のみでなく、法人としての「相談窓口の設置」の検討、管理職、一般職員対

象のハラスメント研修の実施及び職員のメンタルヘルスを依頼可能な医療機関との

連携等を検討致します。 

 次に、サービスの質の向上に向けて、慈愛会理念、及び社会福祉法人としてのミ

ッション、目的の再確認が必要です。社会福祉法人としての慈愛会の方向性の職員

個々への浸透に取り組みます。福祉の現場として法を遵守し、公正・公平を旨と

し、利用者の尊厳を守りつつ、最後まで人生を豊かに過ごして頂ける支援を心がけ

る法人を目指します。 

 それには、従事する職員の方々の医療・福祉人としての自覚、専門性の醸成、及

び慈愛会の現場で働くことの喜びを一人ひとりの職員が具現化できるように、より

一層の各種計画を実行します。 

 専門性の醸成に関しては、全施設共通の「看護師」「栄養士・調理師」「介護支援

専門員」等法人内職種別専門職研修の随時開催の検討を開始します。 

 能登半島地震等日本において、災害が継続して発生しています。 

 災害等の法人体制に関して、介護関係では 2024 年 4 月から BCP（事業継続計

画）の策定が義務づけられました。地震、水害、コロナ、インフルエンザ、ノロウ

イルス等の感染に対する BCP、BCM（事業継続マネジメント）を再整理し、各施

設の BCP・BCM を「大刀洗地区」「糸島地区」「宮崎地区」、及び法人全体として

の連絡網及び連携の在り方の検討が必要です。 

災害時の指示命令体制や招集方法等を明確にし、災害を想定した各地区での施設

間連携の訓練等の検討をします。 

最後に、法人の財務状況の改善・強化が必要です。法人内事業の医療・福祉事業

が公定価格での経営であり、国の財政状況の厳しさから、特に高齢関係事業の公定

価格が削減されており厳しい状況にあります。 
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 現場のサービスの質の向上が守られ、職員の方々の福祉・医療に生きる満足があ

ってこそ、社会福祉法人としての経営満足があることを再度確認し、個々の現場ま

で浸透させる年度とします。 

 

今年度の法人内各事業所の重点事項を下記に示します。 

「清心慈愛園」では、①清心乳児園・清心慈愛園改築後の協働、②個々に適した養

育や環境調整の実現及びチーム・専門職・関係機関との連携、③職員満足度の向上と

職場環境改善への職員の浸透、➃多様化する自立支援への取り組みを行います。 

 「清心乳児園」では、今年度は建替えのカウントダウンの年となります。実際の準

備をするには、先ずは改築に伴う新たな事業、新たな生活、新たな職場となる完成図

を職員全員がイメージできてこそ、こども・家族も安心して新たな生活に移行できる

と考えています。 

具体化の前にまず押さえておきたいことは、当法人大刀洗地区にて行われようとし

ている全面改築は「何のために行うのか」という事です。慈愛園、乳児園合同の将来

構想委員会の立ち上げから、共同での合築を目指してきました。そのプロジェクトの

コンセプトにあるのは、法人理念のもと「一人ひとりが、自分なりのかたち（ピース）

で周囲とつながり、そのつながりがひろがってひとつのコミュニティとなる。そこに

慈愛会もピースとなって貢献したい（“じあいかいピースプロジェクト”資料より抜

粋）という思いから派生しています。 

それは、令和 7 年度事業計画に私たちが改めて目指す姿として掲げた「すべてのこ

どものいのちが大切にされ、そのいのちを輝かせて生きる姿」がずっとあり続けるた

めの取り組みであり、私たちの大切にしているこどもとの係わりの延長線上にこの改

築があることを明示しておきたいと考えています。 

「建て替えに向けて準備すること」～この一年、私たちは何を目指すかを以下のと

おり提示します。 

「組織」としては、改築後の組織体制を見越した組織再編成（清心慈愛園との協働、

会議の在り方等々）。「こども家族」については、「新たな環境での生活に入る前に養育

面、業務面の基礎づくり」（養育マニュアル、職務基準書・園内研修の見直し・小規模

グループケアの生活・勤務体制のシミュレーション）。「職員」としては、職員一人ひ

とりが改築後の自身の働き方を描けるためにも改築のコンセプトの共有・周知を図り

完成に向けての過程を一緒に作っていくこと。人材確保のため人材募集方法、働き方

改革の検討継続。人材育成については各専門職のスキルアップ強化、園内研修の見直

し（上記と同様）を行います。 

限りある時間を有効活用するためにもこれまで以上に連携を図ります。 

「医療福祉センター聖ヨゼフ園」では、①働き方改革の推進、安定化（整理）、 

②優秀な人材確保と定着支援、③経営安定のための取り組み（利用者獲得・自治体等

との関係づくり・生活介護等新たな事業展開の検討）、④重症心身障害児者における

意思決定支援、⑤地域移行の在り方の検討、⑥介護ロボット・ICT/IOT および電子カ

ルテ等デジタルトランスフォーメーションの検討、⑦近隣住民との支えあい、既存の
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サービスを超えた対象者へ福祉的支援等、多様で先駆的な事業展開を検討、⑧災害対

策・BCP がより実効性のあるものへ検討を行います。 

 「富の里」では、①2040 年に向けた地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた

取り組み、②人材確保と次世代育成、③職員満足度の向上と同時に、現場業務の生産

性の向上、④収支改善への取り組みを行います。上記の重要事項を達成するために、

AI 活用の推進、協力医療機関との連携強化、地域との連携を進めていきます。 

 「篠原の里」では、①自立支援計画に基づく利用者の生きがい活動の充実（フレイ

ル予防、地域における公益的取り組み、農福連携活動等）、➁新任職員の研修計画の検

討（施設の特性に添った研修の計画的な取組）、③サービスの質を担保するためのサ

ービス評価受審・質の向上の取り組み（自己評価を基に業務見直し・改善）、④収支バ

ランスの均衡に向けた情報発信と関係機関との連携強化、⑤これまで行ってきた事業

の再評価と並行した生産性向上・業務の効率化、➅地域共生社会の実現を目指し、し

のカフェ（認知症カフェ）等を活用した地域ニーズの把握に取り組みます。 

「源藤の里こころ」では、①地域における公益的な取り組みの充実と信頼形成強化

（地域包括センター、自治体等との連携を深め、地域に開かれた施設運営を推進する）、 

②糸島地区との職員交流、情報共有による事業内容の充実、 ③職員の育成と働きや

すい職場づくり（研修・OJT を通じて専門性の向上を図る、④生産性向上・業務の効

率化（ICT・IOT の効果的な活用）、⑤収支バランスの均衡に向けて広報活動の充実を

図り、利用者増に向けた取り組みを行います。 

 

Ⅲ．法人部会等について 

  １．法人部会組織 

   （１）園長会（毎月 1 回、平成 13 年 5 月 10 日設置） 

   （２）法人運営委員会（毎月１回、平成 13 年 5 月 10 日設置） 

   （３）法人全体会（年 2 回、平成 9 年 9 月 1 日設置） 

   （４）各専門部会（随時） 

      ① 法人全体研修部会（平成 9 年 9 月 1 日設置） 

      ② 法人サービス評価部会（平成 11 年 7 月 1 日設置） 

      ③ 法人リスクマネジメント部会（平成 14 年 4 月 1 日設置） 

      ④ 法人地域福祉部会（平成 19 年 4 月 1 日設置） 

      ⑤ 法人心理士会（令和 2 年 7 月 20 日設置） 

      ⑥ 法人感染対策部会（令和 4 年 4 月 1 日設置） 
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 ２．2026（令和 8）年度 法人運営委員会・各専門部会の計画 

   （１）法人運営委員会及び各専門部会は、「慈愛会ビジョン 2025」及び「2026 

    （令和 8）年度 経営方針（慈愛会の今年度めざす方向）」に沿う活動を行う。 

➀ 法人運営委員会【2026 年度（令和 8 年度）事業計画）】 

（１）概要 

法人運営委員会では、園長会からの答申並びに法人事務局及び各施設・部会からの

報告を受け必要に応じて施設を超えた意見交換を行います。特に法人全体で共有す

べき情報やトピック、法人全体として取り組むべき課題など各施設幹部が、同じ方

向を向いて事業運営を行うための情報共有と議論を行います。 

（２）会議日程 ＜令和 8 年度 法人運営委員会予定＞第 2 火曜 14：00～ 

 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10月 11月 12月 1 月 2 月 3 月 

日 14 12 9 14 4 8 6 10 8 19 9 全体会 

議事録 ヨ 慈 乳 富 ヨ 慈 乳 富 ヨ 慈 乳 富 

（３）会議内容 

   ① 社会福祉制度改革情報と対策 

     ・働き方改革について 

     ・社会福祉法人の在り方について 

     ・ICT・IoT、介護ロボット等業務効率化について 

   ② 職員育成に関して 

・研修体系推進について 

   ③ 運営・経営に関して 

・人材確保対策について 

・将来構想委員会報告 

・慈愛会ビジョンについて 

・その他新規事業等 

   ④ 災害派遣・対策に関すること 

   ⑤ 報告事項 

・各施設、感染状況報告 

・部会報告 

（４）重点検討事項 

   ① 令和８年報酬改定情報の共有 

② 人材育成・確保対策について 

   ② 働き方改革について 

   ③ 社会福祉法人の在り方について 

 （５）個人情報保護推進委員会の開催（3 回/年） 

② 法人全体研修部会【2026 年度（令和 8 年度）事業計画）】 

 （１）令和 8 年度 法人全体研修部会 方向性 

   ※ 慈愛会ビジョン 2025 より（法人全体研修部会に当てはまるものを抜粋） 
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   行動指針１１ 人材の育成に向けた取組の強化 

＜長期ビジョン＞ 

    法人が目指す職員像に基づき、職務能力の開発および全人的な成長を目的とした 

人材育成に取り組みます。 

＜目的・考え方＞ 

■キャリア形成や能力開発を行うための各種教育・研修の実施を行います。 

■高い専門性と倫理性を醸成します。 

■主体的、自立（自律も含む）的なリーダーの育成を強化します。 

■総合的な人材の育成を推進します。 

＜実践のポイント（中期目標）＞ 

□福祉職員としての、福祉観向上の研修・人間力向上に繋がる研修がおこなえてい 

るか。 

□コミュニケーション力の向上と、チームワークの向上に繋がる研修がおこなえて 

いるか。 

□研修において、専門教育機関（大学等）や専門業種との連携は行えているか。 

□職員の自己実現へ向けてのキャリアデザインの支援が行えているか。 

□管理職や指導的職員のリーダー層の育成を重視し、取り組んでいるか。 

□育成システムは、ＯＪＴ、ＯＦＦ－ＪＴ、ＳＤＳで構成しているか。 

□ＯＪＴでは、指導内容や方法等の共通基準を作成し、意図的、計画的に行ってい 

るか。 

□職員各自の研修受講履歴を管理し、個別研修計画を作成しているか。 

□人材を法人継続の柱と捉え、うまく能力開発ができるように支援しているか。 

 （２）令和 8 年度 法人全体研修部会方針 

  １）経営方針 「７．職員の資質向上」 

   （重点目標） 

① 研修部会主催研修の再構築 

② 法人研修プログラム及び研修動画の整備 

③ 専門部会との連携と職種別研修の開催 

④ 各施設での初任者育成の取組共有と離職防止対策の共有・立案 

   （具体的方策と具体的取組） 

① 研修部会主催研修の充実と目的の明確化 

    （ア）研修部会主催研修の再構築 

ⅰ 法人の期待される職員像を基に法人新任職員研修の内容の再構築の実施 

ⅱ 法人新任職員研修の内容に主体的、自律的リーダー育成のプログラムを 

追加 

ⅱ 法人全体研修会の充実の継続 

ⅲ 職員間の交流が深められる研修企画の検討 
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② 法人研修プログラム及び研修動画の整備 

（ア）研修プログラムの整備 

       ⅰ 人材育成への意識の向上と目的の明確化 

       ⅱ 法人研修体系構築の整備継続と、より効率的・効果的な実施の推進 

    （イ）研修動画の整備 

       ⅰ 動画を使った研修が実施できる体制を整備と効率性の向上 

       ⅱ 法人事務局と連携し人事考課研修・働き方改革に伴う変更点等の動画の 

         整備 

   ③ 専門部会との連携と職種別研修の開催 

    （ア）専門部会（栄養士部会、感染症予防委員会）との連携を図る。 

       ⅰ 各専門部会との連携推進 

       ⅱ 職種別研修の開催（看護師・栄養士・介護支援専門員等） 

   ④ 各施設での初任者育成の取組共有と離職防止対策の共有・立案 

       ⅰ 各施設での初任者育成の取組や工夫点の共有 

       ⅱ 法人新任職員研修と法人サポーター研修との連携の強化 

       ⅲ 法人全体の離職率等のデーターを基に各施設での離職防止対策の共有・

立案を図る 

③ 法人サービス評価部会 【2026 年度（令和 8 年度）事業計画】 

 （慈愛会ビジョン 2025   ２サービスの質の向上） 

【部会方針】 

  法人内間の利用者・職員の交流でのふれあいを大切にする。 

  第三者評価や外部評価の知識を高めながら、サービスの質の向上を目指す。 

 【重点項目と具体的な方策】 

（１）養育・支援の質の向上 

   ア 利用者本位のサービスの実現に向けた取り組み 

・ふれあいをテーマにした利用者間交流の企画と実施に取り組む 

イ 各施設のサービスの質の向上への取組み 

・清心乳児園：建て替えに向けてマニュアルや職務基準書の見直し・作成を行い、 

養育面・業務面の基礎作りを行う 

・清心慈愛園：職場満足度調査とこどもアンケートの集計と要因分析 

・聖ヨゼフ園：第三者評価を受け、指摘を受けた項目の改善に取り組み、サー 

ビス・支援の向上に努める 

・富 の 里：年一回の利用者満足度調査の実施。課題改善に向けての取り組み 

と振り返りを行う 

     ・篠 原 の 里：利用者満足度調査・職員への第三者評価自己評価の実施。結果に

反映した改善の向けた取り組み 
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ウ 企画立案 

利用者間交流、移動動物園、施設見学、法人内施設の相互見学・評価事業、第三

者評価の勉強会、各施設のマニュアル一覧表の作成などを実施してきたが、１度

立ち止まり、部会として何をしていくのかをじっくり協議して企画立案を行う。 

 （２）第三者評価に関する取組み 

   ア 新情報の提供や受審・改善への取組みの共有化 

 （３）接遇向上委員会の充実 

ア 接遇ニュースの発行（年２回） 

イ 接遇自己チェックの集計とフィードバック、課題への取り組み 

ウ 施設毎の接遇研修推進 

④ 法人リスクマネジメント部会【2026 年度（令和 8 年度）事業計画】 

   ※ 慈愛会ビジョン 2025 より（法人リスクマネジメント部会に該当する部分を抜粋） 

  行動指針１ 人権の尊重 

     ① 虐待を発生させない体制づくり 

     ② 意見・要望等・相談体制の整備 

  行動指針２ サービスの質の向上 

     ① 苦情解決制度における第三者委員の活用 

     ② 保健・医療・福祉サービス提供事故等の未然防止 

  行動指針４ 生活環境・利用環境の向上 

     ① 安心・安全な施設・整備環境の整備 

     ② 事業継続マネジメントの実践 

◎ 令和 8 年度 法人リスクマネジメント部会方針 

（１）経営方針 

  （重点目標） 

   ア 利用者の安全安心の確保 

     ※ 虐待・権利侵害の根絶に向けての検討 

   イ 災害時の各地区、各施設との連携と BCP 訓練の検討と実施 

   ウ 各施設との情報共有の充実と連携 

 （具体的方策と具体的取組） 

   ア 利用者の安全安心の確保 

      虐待防止、権利侵害の理解と周知 

      ① 各施設での職員研修等での周知 

      ② 虐待を発生させない体制づくり 

        各施設の委員会での検討、対策の実施と情報の共有 

      ③ サービス提供における事故やミスの未然防止、再発防止に向けた取組み 

      ④ 意見・要望等・相談体制の整備（第三者委員へ報告し、助言をもらう） 
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   イ 災害時の各地区、各施設との連携と BCP 訓練の検討と実施 

      災害時の各地区との連携体制の構築 

      ① 各地区での合同避難訓練の実施 

        地域、消防との合同訓練（糸島地区） 

        ３施設合同の訓練（大刀洗地区）児童施設での合同避難訓練の継続 

      ② 各地区での大規模災害時の協力体制の確認と見直し 

        各施設の担当者と協力依頼の基準の確認 

      ③ 自然災害などの緊急事態に備え、利用者・職員等の生命と安全を守って 

        事業を継続していくための BCP（事業継続計画）の見直し修正 

                BCP に沿った訓練の検討と実施 

            ④ 各施設の備蓄品等の準備と確認 

   ウ 各施設との情報共有の充実と連携 

    （ア）各施設の報告（事故、ヒヤリハット、意見要望） 

① 各施設の事例報告の情報共有の充実 

      ② 各施設での取り組み（成功体験・失敗体験等）の共有 

      ③ ハラスメントの理解と周知についての検討 

利用者・保護者からのハラスメント（事例等から学び検討） 

         職員間のハラスメント（職員への周知と理解） 

⑤ 法人地域福祉部会【2026 年度（令和 8 年度）事業計画】 

 （１）令和 8 年度 法人地域福祉部会 方向性 

   ア 基本方針 

      当法人の『法人理念』・『経営方針』・『慈愛会ビジョン 2025(行動指針５  

地域共生社会の実現)』に沿って、国が進める「地域共生社会」および国連が提 

唱する「SDGs(持続可能な開発目標)」を念頭に、社会福祉法人としての役割 

を果たすべく、法人内外と協働して、地域社会に向けた取組みを進める。 

   イ 重点目標 

    （ア）各施設、事業所の地域における地域課題や生活課題の把握に努め、当法人で

対応できる取り組みは随時実施していく 

    （イ）「社会･地域における公益的な取り組み」を法人全体で推進できるよう連携 

する。 

    （ウ）かわら版の積極活用と配布数の管理 

ウ 活動内容 

    （ア）「社会･地域における公益的な取り組み」等の推進 

      ＊『慈愛会ビジョン 2025(行動指針５ 地域共生社会の実現)』 

実践のポイント（中期目標）①③⑤⑥⑦⑨⑩⑪をベースに 

      ・各施設での公益的取組みの実施状況、近隣地域の援助ニーズの共有 

      ・各施設が実施する取組み等への参画 

       （情報共有や参加調整等に関する具体的な仕組み作り） 

      ・部会独自の取組みの企画･実施（状況に応じて） 
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      ・先駆的な取組みに関する情報収集（状況に応じて見学等を含む） 

    （イ）「社会･地域における公益的な取り組み」の記録と分類 

      ＊『慈愛会ビジョン 2025(行動指針５ 地域共生社会の実現)』 

        実践のポイント（中期目標）②をベースに 

      ・『社会･地域における公益的取り組み一覧表』の更新 

      ・『事業分類一覧表』の更新 

    （ウ）広報紙『かわら版』の作成 

      ・発行日：9 月･3 月（年２回）  

      ・目 的：慈愛会が行う「社会･地域における公益的な取り組み」や、近隣地 

域の人々とのつながりを紹介･発信することで、地域福祉の更なる 

増進に努める。 

⑥ 法人感染対策部会【2026 年度（令和 8 年度）事業計画】 

  目的：法人内施設の感染予防・感染拡大防止・再発防止対策など発生時の適切な対応 

     などの体制を確立することにより、安全で質の高い医療と福祉サービスの提供 

     を図る。 

（１）感染対策に関する基本的な考え方の周知と感染対策の実施。 

１）手洗いを行い、個人防護具（PPE）を適切に使用し標準予防策に努める。 

２）清潔なリネン、清潔な環境（清掃、換気等）の提供。 

３）感染経路別（空気感染・飛沫感染・接触感染）の予防策を講じ、適切に対応して 

いく。 

（２）利用者・利用者家族・職員の健康管理 

１）肝炎、結核、インフルエンザ、新型コロナウイルスなど感染力の高いウイルス流 

行時期は特に注意が必要。感染性腸炎を発症した場合は、症状が落ち着くまでは 

勤務を見合わせることも考慮する。 

２）流行時期は、注意喚起のアナウンスを行うなど面会時の対応を行う。 

３）症状がある場合は、早めに受診をするなど適切な治療を受けるよう助言する。 

４）予防接種推奨。 

（３）法人内施設間の情報共有 

１）施設別感染症報告の入力。 

入力先：Server２＞法人共有フォルダ＞⑨インフルエンザ（その他の感染症報告） 

２）必要に応じ、感染対策の助言や個人防護具の提供。 

３）毎月実施している法人運営委員会で各施設の感染状況を報告。 

（４）各施設感染対策に対する基本的な考え方や予防・再発防止策の周知徹底のため職員 

全員を対象とした教育・研修を計画的に実施する。 

１）研修の目的として、職員個々の園内感染に対する意識を高め、業務を遂行する上 

での知識と医療・福祉施設職員として意識向上に努める。 

２）研修内容および実施は各施設の法人感染対策部会メンバーに一任する。 

３）研修を実施した際は、その実施した内容（開催日時、出席者、研修項目など）を 

記録し保管する。 
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（５）感染症や自然災害等が発生した場合を想定し、各施設で業務継続計画（BCP）を作 

成し、必要時に行動できるよう日ごろから訓練を実施し、その内容は定期的に見直し 

を行う。 

（６）法人感染対策部会議の開催 

１）年３回（６月・10 月・2 月）開催 

２）書類報告 ＊必要に応じてオンライン（Zoom）会議 

⑦ 法人心理士会 【2026 年度（令和 8 年度）事業計画等）】 

 （１）目標 

   法人心理士会としての業務・機能の確立と展開 

 （２）重点課題 

ア 地域支援・地域連携の検討・実施 

   イ 親子関係形成支援事業（市町村事業）およびペアレントトレーニング（独自事 

業）の実施 

   ウ 法人心理士会としての業務・機能の具体化と実践 

   エ 法人研修の企画・実施 

（３）重点課題に対する目標と取り組み 

   ア 定例会議にて、「地域支援」をテーマとした勉強会を行う。 

     （制度、実践例の紹介、ケース検討など） 

   イ 親子関係形成支援事業（市町村事業）等とペアレントトレーニング（独自事業）を 

実施し、近隣地域の子育て支援を推進する。 

   ウ 安定的・継続的かつ発展的な事業展開を目指し、各施設心理士が施設の枠を超えて 

機能的に業務を推進し、法人内施設と連携する。 

   エ 法人内の新任職員研修の内容の検討及び実施 

（４）取り組み 

   ① 法人心理士会 定例会議の開催（１回/月） 

      【内容】情報交換、法人内スーパービジョン、地域支援に関する勉強会 

   ② 地域住民を対象とした心理的支援の検討と実施 

   ③ 法人心理士会におけるピアサポート体制の整備と実施 

   ④ 法人研修・園内研修等への講師派遣（法人内） 

   ⑤ 法人心理士会内および法人内各施設との綿密な情報共有・協議・連携 

   ⑥ 法人内における心理的緊急支援 

   ⑦ 地域支援・地域連携・ペアレントトレーニングに関する外部研修への参加 

   

３．法人内業務スケジュール（予定）について 

2026 年 4 月 3 日 人事考課 研修（新任職員・新任考課者） 

 6 月  法人初任者研修 

 ７月 上旬 2026 年度 第 1 回法人全体会 

   法人中堅職員ステップアップ研修 
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 ９月  法人リーダー研修 

 10 月  法人新任職員中間フォローアップ研修 

 11 月  第 28 回法人全体研修会 

2027 年 １月  法人新任職員サポーター研修 

 2 月  法人新任職員フォローアップ研修 

 3 月 上旬 2026 年度 第 2 回法人全体会 

  下旬 2027 年度 法人新任職員事前研修 

 

Ⅳ．改正社会福祉法に基づく運営体制の確保に向けた取り組み 

１．経営組織のガバナンスの強化 

（１）評議員会(議決機関)の開催・運営 

日程 会議名 主な議案等 

2026年  6月 定時評議員会 2025 年度計算書類等の承認事業報告、 

次期役員等の選任、その他 

2026年10月 臨時評議員会 2026 年度の補正予算案の承認、その他 

2027年  3月 臨時評議員会 2026 年度の補正予算案の承認、その他 

2027 年度事業計画、予算案の承認、その他 

※ 臨時評議員会は、上記以外にも必要に応じて開催 

   （２）理事会(執行機関)の開催・運営 

日程 会議名 主な議案等 

2026 年 6 月 理事会 

 

2025 年度事業報告、計算書類等の承認 

定時評議員会の招集事項の決定 

2026年10月 理事会 2026 年度補正予算案の承認 

臨時評議員会の招集事項の決定 

理事長、常務理事の職務執行状況報告、その他 

2027 年 3 月 理事会 2026 年度補正予算案の承認 

2027 年度事業計画、予算案の承認 

臨時評議員会の招集事項の決定 

理事長、常務理事の職務執行状況報告、その他 

※ 理事会は、上記以外にも必要に応じて開催 

   （３）監事監査 2026 年 6 月 開催（その他必要に応じて実施） 

   （４）会計監査（前年度を参考）   

日 程 項 目 概 要 

2026年12月 期中監査 内部統制の検証手続、期中取引の実証手続 

2027 年 4 月   〃 残高確認状発送手続・実査 

2027 年 5 月 期末監査 期末実証手続 
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２．事業運営の透明性の向上 

   （１）改正社会福祉法により、情報公開の対象範囲の拡大とルールの明確化が図られ 

     たため、情報公開の対象となる書類等を主たる事務所に備え置き・閲覧やインタ 

     ーネットにより公表する。 

     ア 備え置き・閲覧及び公表 

       事業報告書、計算書類等（貸借対照表、収支計算書、附属明細書）、財産目録、 

       現況報告書（役員等名簿、役員等区分ごとの報酬総額等）、定款、監事監査報 

       告、会計監査報告、事業計画、社会福祉法人財務諸表等電子開示システムに 

       よる情報公開 

  ３．財務規律の強化 

     社会福祉法人が保有する財産については、事業継続に必要な財産（控除対象財産） 

    を控除した上で、再投下対象財産（社会福祉充実財産）を明確化する。 

    社会福祉充実財産が生じる場合には、法人が策定する社会福祉充実計画に基づき、 

    既存事業の充実や新たな取組に有効活用する仕組みを構築する。 

   （ア）社会福祉充実残額の明確化（社会福祉充実残額の算定） 

  ４．地域における公益的な取組 

     社会福祉法人は、社会福祉事業及び社会福祉法第 26 条第 1項に規定する公益 

    事業を行うに当たっては、日常生活若しくは社会生活上の支援を必要とする者に 

    対して、無料又は低額な料金で福祉サービスを積極的に提供する。 

 

Ⅴ．苦情解決等に関する第三者委員会の開催  年２回（８月、2 月） 

 

Ⅵ．関係機関等への報告・諸手続き等 

  １．2026 年度退職共済職員名簿を福祉医療機構へ提出 

  ２．福祉及び介護職員処遇改善加算に関する申請・報告書を所轄庁へ提出 

  ３．公益法人等係る収支計算書又は課税期間分消費税の確定申告を所轄税務署 

    へ提出 

  ４．社会福祉法人変更登記（資産総額の変更、理事長の変更）を法務局へ提出 

  ５．社会福祉法人現況報告書及び監査報告書を所轄庁へ提出 

  ６．令和７年度事業報告書を福祉医療機構へ提出 

  ７．補助事業並びに助成金事業等に関する申請・完了報告書等 

  ８．法人所轄庁、その他関係機関への諸手続き等 
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Ⅶ．2026 年度借入金元金償還計画 

施設名 償還金元金 利息 合計 

聖ヨゼフ園 15,708,000 円 817,023 円 16,525,023 円 

デイサービス源藤の里こころ 3,804,000 円 310,256 円 4,114,256 円 

小規模多機能ホーム源藤の里こころ 4,128,000 円 336,686 円 4,464,686 円 

篠原の里 10,668,000 円 2,182,898 円 12,850,898 円 

計 34,308,000 円 3,646,863 円 37,954,863 円 

 

Ⅷ．事業所内保育所（きっずるーむ あいあい）の運営 

  １．許認可等 

   （１）平成25年12月27日（「事業所内保育施設運営計画」認定決定通知 受領） 

   （２）平成26年 1月17日（福岡県あて「認可外保育施設設置届出」提出） 

  ２．事業開始    平成26年1月6日 

  ３．管理運営責任者 株式会社アイグラン（広島市中区光南2-1-30） 

  ４．保育施設 

   （１）医療福祉センター聖ヨゼフ園3階73.62㎡ 

 （保育室15.90㎡、乳児室25.66㎡、便所1.33㎡、調理室5.65㎡、その他（事務室等）25.08） 

  ５．保育実績（2024年度 延べ1,725名）（2023年度 延べ1,186名） 

        （2022年度 延べ1,147名）（2021年度 延べ1,494名） 

 

Ⅸ．生計困難者に対する相談支援事業の実施 

  １．定款変更（認可日）  平成 29 年 11 月 15 日 

   （１）第 1 条（目的）第 2 項（第二種社会福祉事業）に「生計困難者に対す 

     る相談支援事業の経営」を追加 

  ２．事業名 

   （１）ふくおかライフレスキュー事業 

   （２）みやざき安心セーフティネット事業 

  ３．サポーター研修受講者（令和７年 4 月 1 日現在 在職者） 17 名 

    清心慈愛園 4 名・聖ヨゼフ園 4 名・清心乳児園 3 名・富の里 4 名・篠原の里 2 名 

 

Ⅹ．福岡県災害派遣福祉チーム（DWAT)への参加（登録） 

１． 登録者数（令和 8 年 3 月 5 日現在 在職者） 

14 名 ［聖ヨゼフ園 5 名・清心乳児園 1 名・富の里 6 名・篠原の里 2 名］ 


